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 （平成6年2月15日消防予第35号）

●感知器の設置は消防法施行規則第23条第4項から第7項の規定によるほか、次により設置場所の環境状態に適応する感知器を設置してください。
（1）煙感知器、熱煙複合式スポット型感知器及び炎感知器を設けてはならない場所の感知器選択基準
（第23条第4項第一号ニの（ｲ）〜（ﾄ）まで及び同号（ﾎ）（ﾊ）に掲げる場所と感知器の選択基準）

別表第１
設　置　場　所 適応熱感知器 熱

ア
ナ
ロ
グ
式
ス
ポ
ッ
ト
型

炎
感
知
器

備 考
環　境　状　態 具　体　例

差動式ス
ポット型

差動式分
布型

補償式ス
ポット型 定温式

1種 2種 1種 2種 1種 2種 特種 1種

規
則
第
二
十
三
条
第
四
項
第
一
号
ニ（
イ
）か
ら（
ト
）ま
で
に
掲
げ
る
場
所
及
び
同
号
ホ（
ハ
）に
掲
げ
る
場
所

じんあい、微粉
等が多量に滞留
する場所

ごみ集積所、荷捌
所、塗装室、紡績・
製材・石材等の加
工場等

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1. 規則第23条第5項第6号の規定による地階、無窓階及
び11階以上の部分では、炎感知器を設置しなければ
ならないとされているが、炎感知器による監視が著
しく困難な場所等については令第32条を適用して、
適応熱感知器を設置できるものであること。

2. 差動式分布型感知器を設ける場合は、検出部にじん
あい、微粉等が侵入しない措置を講じたものである
こと。

3. 差動式スポット型感知器又は補償式スポット感知器
を設ける場合は、じんあい、微粉等が侵入しない構
造のものであること。

4.定温式感知器を設ける場合は、特種が望ましいこと。
5. 紡績・製材の加工場等火災拡大が急速になるおそれの

ある場所に設ける場合は、定温式感知器にあっては
特種で公称作業温度75℃以下のもの、熱アナログ式
スポット型感知器にあっては火災表示に係る設定表
示温度を80℃以下としたものが望ましいこと。

水蒸気が多量に
滞留する場所

蒸気洗浄室、脱衣
室、湯沸室、消毒
室等

○ ○ × ○ × ○ ○ ○ ○ ×

1. 差動式分布型感知器又は補償式ｽﾎﾟｯﾄ型感知器は、急
激な温度変化を伴わない場所に限り使用すること。

2. 差動式分布型感知器を設ける場合は、検出部に水蒸
気が侵入しない措置を講じたものであること。

3. 差動式スポット型感知器、補償式スポット型感知器、
定温式感知器又は熱アナログ式スポット型感知器を
設ける場合は、防水型を使用すること。

腐食性ガスが発
生するおそれの
ある場所

メッキ工場、バッ
テリー室、汚水処
理場等

× × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

1. 差動式分布型感知器に設ける場合は、感知部が被覆
され、検出部が腐食性ガスの影響を受けないもの又
は検出部に腐食性ガスが侵入しない措置を講じたも
のであること。

2. 補償式スポット型感知器、定温式感知器又は熱アナ
ログ式スポット型感知器を設ける場合は、腐食性ガ
スの性状に応じ、耐酸型又は耐アルカリ型を使用す
ること。

3.定温式感知器を設ける場合は、特種が望ましいこと。
厨房その他正常
時において煙の
滞留する場所

厨房室、調理室、
溶接作業所等 × × × × × × ○ ○ ○ ×

厨房、調理室等で高湿度となるおそれのある場所に設
ける感知器は、防水型を使用すること。

著しく高温とな
る場所

乾燥室、殺菌室、
ボイラー室、鋳造
場、映写室、スタ
ジオ等

× × × × × × ○ ○ ○ ×

排気ガスが多量
に滞留する場所

駐車場、車庫、荷
物、取扱所、車路、
自家発電室、トラ
ックヤード、エン
ジンテスト室等

○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○

1. 規則第23条第5項第6号の規定による地階、無窓階及
び11階以上の部分では、炎感知器を設置しなければ
ならないとされているが、炎感知器による監視が著
しく困難な場合等については、令第32条を適用して、
適応熱感知器を設置できるものであること。

2. 熱アナログ式スポット型感知器を設ける場合は、火
災表示に係る設定表示温度は60℃以下であること。

煙が多量に流入
するおそれのあ
る場所

配膳室、厨房の前
室、厨房内にある
食品庫、ダムウェ
ーター、厨房周辺
の廊下及び通路、
食堂等

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

1. 固定燃料等の可燃物が収納される配膳室、厨房の前
室等に設ける定温式感知器は、特種のものが望まし
いこと。

2. 厨房周辺の廊下及び通路、食堂等については、定温
式感知器を使用しないこと。

3. 上記2.の場所に熱アナログ式スポット型感知器を設
ける場合は、火災表示に係る設定表示温度は60℃以
下であること。

結露が発生する
場所

スレート又は鉄板
で葺いた屋根の倉
庫・工場、パッケ
ージ型冷却機専用
の収納室、密閉さ
れた地下倉庫、冷
凍室の周辺等

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

1. 差動式スポット型感知器、補償式スポット型感知器、
定温式感知器又は熱アナログ式スポット型感知器を
設ける場合は、防水型を使用すること。

2. 補償式スポット型感知器は、急激な温度変化を伴わ
ない場所に限り使用すること。

火を使用する設
備で火災が露出
するものが設け
られている場所

ガラス工場、キュ
ーポラのある場所、
溶接作業所、厨房、
鋳造所、鍛造所等

× × × × × × ○ ○ ○ ×

注） 1　○印は当該場所に適応することを示し、×印は当該設置場所に適応しないことを示す。
 2　 設置場所の欄に掲げる「具体例」については、感知器の取付け面の付近（炎感知器にあっては公称監視距離の範囲）が、「環境状態」の欄に掲

げるような状態にあるものを示す。
 3　 差動式スポット型、差動式分布型及び補償式スポット型の1種は感度が良いため、非火災報の発生については2種に比べて不利な条件にある

ことに留意すること。
 4　差動式分布型3種及び定温式2種は消火設備と連動する場合に限り使用できること。
 5　 多信号感知器にあっては、その有する種別、公称作動温度の別に応じ、そのいずれもが（別表第1）により適応感知器とされたものであること。

（2）階段・廊下・通路等、煙感知器、熱煙複合式スポット型感知器又は炎感知器を設けなければならない場所の感知器選択基準
①別表第2の環境状態の項に掲げる場所で非火災報又は感知の遅れが発生するおそれがある場合、同表中の適応熱感知器、適応煙感知器または

炎感知器を設置すること。
規則第23条第5項各号に掲げる場所・・・・・・・・適応煙感知器又は炎感知器（規則第23条第6項ニ〜三号に掲げる場所・・・・・・適応熱、適応煙感知器又は炎感知器）
②煙感知器を設置したのでは非火災報が頻繁に発生するおそれ又は感知が著しく遅れるおそれのある場合、規則第23条第4項第1号ニ（チ）に掲げ

る場所は別表第1の適応熱感知器又は、炎感知器を設置すること。

別表第２

設置場所 適応熱感知器 適応煙感知器

備 考
環　境　状　態 具　体　例

差
動
式
ス
ポ
ッ
ト
型

差
動
式
分
布
型

補
償
式
ス
ポ
ッ
ト
型

定
温
式

熱
ア
ナ
ロ
グ
式
ス
ポ
ッ
ト
型

イ
オ
ン
化
式
ス
ポ
ッ
ト
型

光
電
式
ス
ポ
ッ
ト
型

イ
オ
ン
化
ア
ナ
ロ
グ
式
ス
ポ
ッ
ト
型

光
電
ア
ナ
ロ
グ
式
ス
ポ
ッ
ト
型

光
電
式
分
離
型

光
電
ア
ナ
ロ
グ
式
分
離
型

炎
感
知
器

喫煙による煙が滞留
するような換気の悪
い場所

会議室、応接室、休
憩室、控室、楽屋、
娯楽室、喫茶室、飲
食室、待合室、キャ
バレー等の客室、集
会場、宴会場等

○ ○ ○ ○※ ○※ ○ ○

就寝施設として使用
する場所

ホテルの客室、宿泊
室、仮眠室等 ○※ ○※ ○※ ○※ ○ ○

煙以外の微粒子が浮
遊している場所

廊下、通路等 ○※ ○※ ○※ ○※ ○ ○ ○

風の影響を受けやす
い場所

ロビー、礼拝堂、観
覧場、塔屋にある機
械室等

○ ○※ ○※ ○ ○ ○

煙が長い距離を移動
して感知器に到達す
る場所

階段、傾斜路、エレ
ベータ昇降路等 ○ ○ ○ ○

光電式スポット型感知
器又は光電アナログ式
スポット型感知器を設
ける場合は、当該感知
器回路に蓄積機能を有
しないこと。

燻焼火災となるおそ
れのある場所

電話機械室、通信機
室、電算機室、機械
制御室等

○ ○ ○ ○

大空間でかつ天井が
高いこと等により熱
及び煙が拡散する場
所

体育館、航空機の格
納庫、高天井の倉庫・
工場、観覧席上部等
で感知器取付け高さ
が8メートル以上の
場所

○ ○ ○ ○

注） 1　○印は当該設置場所に適応することを示す。
 2 ○※は、当該設置場所に煙感知器を設ける場合は、当該感知器回路に蓄積機能を有することを示す。
 3  設置場所の欄に掲げる「具体例」については、感知器の取付け面の付近（光電式分離型感知器にあっては光軸、炎感知器にあっては公称監視

距離の範囲）が、「環境状態」の欄に掲げるような状態にあるものを示す。
 4  差動式スポット型、差動式分布型、補償式スポット型及び煙式（当該感知器回路に蓄積機能を有しないもの）の1種は感度が良いため、非火

災報の発生については2種に比べて不利な条件であることに留意すること。
 5 差動式分布型3種及び定温式2種は消火設備と連動する場合に限り使用できること。
 6 光電式分離型感知器は、正常時に煙等の発生がある場合で、かつ、空間が狭い場所には適応しない。
 7  大空間でかつ天井が高いこと等により熱及び煙が拡散する場所で、差動式分布型又は光電式分離型2種を設ける場合にあっては15メートル

未満の天井高さに、光電式分離型1種を設ける場合にあっては20メートル未満の天井高さで設置するものであること。
 8 多信号感知器にあっては、その有する種別、公称作動温度の別に応じ、そのいずれもが別表第2により適応感知器とされたものであること。
 9 蓄積型の感知器又は蓄積式の中継器若しくは受信機を設ける場合は、規則第24条第7号の規定によること。
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イ

収容
人員
（以上）

300人

●

○

イ
⑴

ロ公会堂、集会場ロ

⑵

⑴

イイ

⑵

ロ遊技場、ダンスホールロ

ハ

ニ

ハ

⑶
イ

1000
待合、料理店の類イ

⑶
ロ飲食店ロ

⑷500百貨店、マーケット、物品販売店舗、展示場⑷

⑸
イ500

※5旅館、ホテル、宿泊所これらに類するものイ
⑸

ロ800人1000△寄宿舎、下宿、共同住宅ロ

⑹

イ

300人●

イ

⑹

ロロ

ハ

ニ

※5
500

500

500

ハ

ニ

⑺
800人

1000

△▲
小、中・高等学校、大学各種学校

幼稚園、特別支援学校

⑺

⑻図書館、博物館、美術館⑻

⑼
イ300人●

○
熱気浴場、蒸気浴場等イ

⑼
ロ

△

その他の公衆浴場ロ

⑽
▲

車両の停車場、船航空機の発着場⑽

⑾神社、寺院、教会の類⑾

⑿
イ

500○
工場、作業所イ

⑿
ロ映画スタジオ、テレビスタジオロ

⒀
イ

1000
▲

自動車の車庫、駐車場イ
⒀

ロ航空機の格納庫ロ

⒁倉庫⒁

⒂
●○

前各項に該当しない事業場⒂

⒃
イ500人特定防火対象物が存する複合用途防火対象物イ

⒃
ロ△▲上記以外の複合用途防火対象物ロ

全部全部

全部

●○
地下街⒃

の2
⒃
の
3

⒃
の
2

準地下街⒃
の3

⒄500△▲重要文化財等の建造物⒄

用途
ごと

全
部
全
部

1,000㎡
以上設置

地
階
を
除
く
階
数
が
十
一
以
上
の
も
の
、ま
た
は
地
階
の
階
数
が
三
以
上
の
も
の（
た
だ
し
⒃
の
2
・
⒃
の
３
に
お
い
て
は
全
部
）

収
容
人
員
五
〇
名
以
上
の
も
の
、ま
た
は
⑸
イ
、⑹
イ
、⑼
イ
、地
階
、無
窓
階
で
収
容
人
員
二
〇
名
以
上
の
も
の
は
、非
常
ベ
ル
、自
動
式
サ
イ
レ
ン
、放
送
設
備
の
い
ず
れ
か
一
つ

500

（
延
面
積
）

天
井
の
高
さ
が
二
十
メ
ー
ト
ル
以
上

感
知
器
の
取
付
け
面
の
高
さ
が
十
五
メ
ー
ト
ル
以
上
二
十
メ
ー
ト
ル
未
満（
煙
感
知
器
可
）

(

垂
直
距
離
十
五
メ
ー
ト
ル
に
つ
き
１
個
以
上)(

特
定
１
階
段
等
対
象
物
は
垂
直
距
離
七
・
五
メ
ー
ト
ル
に
つ
き
１
個
以
上)

階
段
及
び
傾
斜
路
・
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
の
昇
降
路
・
リ
ネ
ン
シ
ュ
ー
ト
・
パ
イ
プ
ダ
ク
ト
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
も
の

劇場、映画館、演芸場、観覧場

キャバレー、カフェ、ナイトクラブの類

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第二
条第五項に規定する性風俗関連特殊営業を営む店舗その
他これに類するものとして総務省令で定めるもの※8

ニ
カラオケボックスその他遊興のための設備又は物品を個
室において客に利用させる役務を提供する業務を営む店
舗で総務省令に定めるもの※7

※
6

※
6

※
6

※
6

※
6

※
6

次に掲げる防火対象物
⑴老人短期入所施設など※9
⑵救護施設
⑶乳児院
⑷障害児入所施設
⑸障害者支援施設など※10

⑴病院で診療科名中に特定診療科名※16を有し、
療養病床又は一般病床を有するもの

⑵診療所で診療科名中に特定診療科名※16を有し、
4名以上の患者を入院させる施設を有するもの

⑶病院（⑴以外）、有床診療所（⑵以外）、
有床助産所

⑷無産診療所、無産助産所

次に掲げる防火対象物
⑴老人デイサービスセンターなど※11
⑵更生施設
⑶助産施設など※12
⑷児童発達支援センターなど※13
⑸身体障害者福祉センターなど※14

総合操作盤警　　報　　設　　備
消防用設備等の種類

防火対象物の別

令24条令23条規則第23条令21条

非常警報設備
煙感知器・炎感知器の設置を必要とする場所自動火災報知設備

地階・無窓
階11階以上

廊下・
通路

天井の
高さ

階段
等

非常
ベル

煙感知器又は熱煙
複合式スポット型
感知器・炎感知器

炎感
知器

煙感
知器

危
険
物
の
規
制
に
関
す
る
政
令
別
表
第
四
の
数
量
の
五
〇
〇
倍
以
上
貯
蔵
し
又
は
取
扱
う
も
の
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床
面
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五
〇
〇
㎡
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上

通信
機室

屋
上
六
〇
〇
㎡
以
上
・
そ
れ
以
外
の
部
分
四
〇
〇
㎡
以
上

道路の用
に供され
る部分

全

部

11階
以上の階

床
面
積
三
〇
〇
㎡
以
上

3階
以上

駐
車
の
用
に
供
す
る
部
分
の
床
面
積
が
二
〇
〇
㎡
以
上（
但
し
駐
車
す
る
全
て
の
車
両
が
同
時
に
屋
外
に
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る
こ
と
が
で
き
る
構
造
の
階
を
除
く
）

地階
又は
２階以上

300

100

300

※3

300

地階
又は
無窓階

全体 部分

◎

◎

◎

◎

◎

令34
条

既存遡及

延
面
積
が
五
〇
、
〇
〇
〇
㎡
以
上

地
上
十
五
階
以
上
で
延
面
積
が
三
〇
、
〇
〇
〇
㎡
以
上

地
上
十
一
階
以
上
で
延
面
積
が
一
〇
、
〇
〇
〇
㎡
以
上

地
上
五
階
以
上
で
延
面
積
が
二
〇
、
〇
〇
〇
㎡
以
上

地
階
の
床
面
積
の
合
計
が
五
、
〇
〇
〇
㎡
以
上

地
下
街

火
災
通
報
装
置

放送設備とベ
ル、放送設備
とサイレン

※4

※4

※4

※4

規則
第24条

全部

全部

全部

全部

令21条
6の2

特定１
階段
対象物

500

全部

300

500

全部

200

500

1000

500

全部

500

1000

300
★

※2

300

※1

全部

全部

全部

全部

300

300

（
延
面
積
）

一般

※15

全部
※17

※17

全部
※18

○印　煙感知器又は熱煙複合式スポット型感知器を設けなければならない場所。

●印　煙感知器、熱煙複合式スポット型感知器又は炎感知器を設けなければならない場所。

△印　高感度の熱感知器、煙感知器、熱煙複合式スポット型感知器又は炎感知器を設けなければならない場所。

▲印　地階・無窓階・11階以上の廊下・通路には高感度の熱感知器、煙感知器、熱煙複合式スポット型感知器又は炎感知器を設けなければならない場所。

備考

1．単位のない数字はm2を単位とする。

2．令○○条は、消防法施行令第○○条を表わす。

3．�特定防火対象物とは（1）項から（4）項まで、（5）項イ、（6）項または（9）項イの用途に供するもの。

4．�特定1階段等対象物とは、地下階又は3階以上の階に特定用途があり、屋内階段が1つしかない対象物をいう。

※1	 延べ面積が、500m2以上でかつ、特定防火対象物の床面積の合計が、300m2以上のもの。

※2	（1）項から（15）項までのそれぞれの基準面積に達した部分。

※3	� （2）項又は（3）項に掲げる防火対象物の用途に供される部分の床面積の合計が100m2以上のもの。

※4	 特定1階段等防火対象物または、（2）項ニを含む防火対象物の受信機にあっては、再鳴動機能を有すること。

※5	 火災通報装置の設置義務があります。

※6	 消防長又は消防署長が必要と認めた場合設置。

※7	 消防法施行規則第5条2による。

※8	 ⑴項イ、⑷項、⑸項イ及び⑼項イに掲げる防火対象物の用途に供されているものを除く。

※9	� 老人短期入所施設、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム（避難が困難な要介護者を主として入居させるものに限る。）、有料老人ホーム

（避難が困難な要介護者を主として入居させるものに限る。）、介護老人保健施設、老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）第五条の二第四項に規定する

老人短期入所事業を行う施設、同条第五項に規定する小規模多機能型居宅介護事業を行う施設（避難が困難な要介護者を主として宿泊させるものに限る。）、

同条第六項に規定する認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設その他これらに類するものとして総務省令で定めるもの。

※10	� 障害者支援施設（避難が困難な障害者等を主として入所させるものに限る。）又は同法第五条第八項に規定する短期入所若しくは同条第十五項に規定する

共同生活援助を行う施設（避難が困難な障害者等を主として入所させるものに限る。　ハ（5）において「短期入所等施設」という。）

※11	� 老人デイサービスセンター、軽費老人ホーム（ロ（1）に掲げるものを除く。）、老人福祉センター、老人介護支援センター、有料老人ホーム（ロ（1）に掲げる

ものを除く。）、老人福祉法第五条の二第三項に規定する老人デイサービス事業を行う施設、同条第五項に規定する小規模多機能型居宅介護事業を行う施設

（ロ（1）に掲げるものを除く。）その他これらに類するものとして総務省令で定めるもの。

※12	� 助産施設、保育所、児童養護施設、児童自立支援施設、児童家庭支援センター、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第六条の三第七項に規定する

一時預かり事業又は同条第九項に規定する家庭的保育事業を行う施設その他これらに類するものとして総務省令で定めるもの。

※13	� 児童発達支援センター、情緒障害児短期治療施設又は児童福祉法第六条の二第二項に規定する児童発達支援若しくは同条第四項に規定する放課後等デイ

サービスを行う施設（児童発達支援センターを除く。）

※14	� 身体障害者福祉センター、障害者支援施設（ロ（5）に掲げるものを除く。）、地域活動支援センター、福祉ホーム又は障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律第五条第七項に規定する生活介護、同条第八項に規定する短期入所、同条第十二項に規定する自立訓練、同条第十三項に規定する

就労移行支援、同条第十四項に規定する就労継続支援若しくは同条十五項に規定する共同生活援助を行う施設（短期入所等施設を除く。）

※15	� 利用者を入居させ、又は宿泊させるものは全部、その他は300m2以上。

※16	� 内科、整形外科、リハビリテーション科その他規則第5条第4項で定める診療科名等。

※17	� 自動火災報知設備の感知器の作動と連動して起動すること（（16項）イ、（16の2）項及び（16の3）項は（6）項イ（1）及び（2）、（6）項ロの部分が存ずるもの。）

※18	� 消防機関からの歩行距離が500m以内の場合は設置しないことができる。

消防法による防災設備の設置基準
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